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1. 序論：令和8年における知的財産・データ取引適正化の歴
史的意義 
日本の産業競争力の根幹を支えてきたのは、長年にわたり高度なすり合わせ技術と現場の改善活

動を蓄積してきたサプライチェーンの裾野に広がる中小企業群である。しかしながら、元請けとなる

大企業と下請けとなる中小企業との間には、情報の非対称性や資本力の格差に起因する構造的な

権力勾配が存在し続けてきた。特に、現代の知識集約型経済において最も重要な経営資源とされる

「知的財産」「秘匿性の高いノウハウ」、そしてIoT化の進展に伴い製造現場で生み出される「データ」
に関する取引において、この権力勾配は中小企業に対する不当な搾取、すなわち「知財の吸い上

げ」という形で顕在化してきた。 
この長きにわたる構造的課題に対し、国家としての明確な是正の意志を示すべく、2026年（令和8
年）6月24日、公正取引委員会、経済産業省（中小企業庁）、および特許庁は連名で、「知的財産権・
ノウハウ・データの適切な取引のための優越的地位の濫用等に関する指針」（以下、「本指針」）なら

びにその実務的適用を円滑にするための附属資料である「契約書ひな形」を公表した1。同時に、経

済産業省は受託中小企業振興法に基づく「振興基準」の抜本的な改正を実施し、価格転嫁および取

引適正化の更なる徹底を図る方針を打ち出した3。 
本指針の公表は、単なる既存法令の解釈の明確化にとどまるものではない。特定の事業者や業種

に対象を絞らず、全業種を対象とした包括的かつ横断的な考え方を提示した点、そして特許権等の

明示的な権利にとどまらず、権利化されていないノウハウやデータをも対象に含めた点は、従来の

法規制の枠組みを大きく拡張するものである1。 
本報告書では、2026年6月に公表された本指針、契約書ひな形、および改正振興基準の全容を詳
細に解剖する。独占禁止法上の優越的地位の濫用規制が知的財産分野においていかに具体化さ

れたかを論じるとともに、これらがマクロ経済の動向、企業のオープンイノベーション戦略、および法

務・調達実務にどのようなパラダイムシフトをもたらすのか、その評価・評判・反応を交えながら網羅

的かつ多角的に分析する。 

2. 制度化への歴史的背景とマクロ経済的要請 
本指針が令和8年というタイミングで策定・公表された背景には、長年にわたる行政の地道な実態把
握の積み重ねと、現在日本が直面している極めて切迫したマクロ経済的課題が複雑に交錯してい

る。 



2.1 実態調査から浮き彫りになった「構造的搾取」のメカニズム 

公正取引委員会および関連省庁は、本指針の策定に向けて長年にわたり周到な準備を進めてき

た。その端緒となるのは、令和元年6月に公正取引委員会が公表した「製造業者のノウハウ・知的財
産権を対象とした優越的地位の濫用行為等に関する実態調査報告書」である5。さらに、知的財産取

引の問題は製造業にとどまらず、コンテンツ産業においても深刻化していた。令和7年12月には「映
画・アニメの制作現場におけるクリエイターの取引環境に係る実態調査」が行われ、クリエイター等

の個人事業主や中小制作会社が不当な知財譲渡を強いられている実態が白日を下に晒された5。 
これらの分野横断的な調査の集大成として、令和7年度には広範な「知的財産権等に関する実態調
査報告書」が取りまとめられ、幅広い業種において、取引当事者間における自由な交渉の結果とは

到底言えない、優越的地位を利用した一方的で不当な不利益の賦課（優越的地位の濫用）が横行し

ていることが確認された3。これを受けて、経済産業省（中小企業庁・特許庁）は公正取引委員会と連

携し、令和8年3月11日に「知的財産取引適正化ワーキンググループ報告書」を公表し、制度化の方
向性を提示した1。その後、令和8年3月30日から4月28日までの約1ヶ月間、パブリックコメント（意見
募集）を実施し、産業界からの広範なフィードバックを吸収した上で、成案化に至ったのである6。 

2.2 マクロ経済的至上命題：「戦略17分野」への投資と賃上げの好循環 

このような行政の動きを決定的に後押ししたのが、国家的な経済成長戦略である。本指針が公表さ

れたのと同じ2026年6月24日、政府は高市早苗首相が重視する「戦略17分野」に対し、2040年度ま
でに官民で総額370兆円超（政府支出として年10兆円規模）を投資する壮大な構想を発表している9

。この未曾有の巨額投資を真の経済成長、すなわち持続的なイノベーションの創出と国民の所得向

上に結びつけるためには、サプライチェーンの基盤をなす中小企業が、自らの知的貢献に見合った

適正な利益を獲得できる環境が絶対に不可欠である。 
従来、多くの取引において、発注元の大企業は製品の「製造委託費（工賃）」のみを支払い、その過

程で中小企業が生み出した画期的な設計図、効率化のノウハウ、独自の稼働データなどは「工賃に

含まれている」との名目で無償で提供させることが常態化していた9。知的財産やデータこそが、企業

がイノベーションを創出するための最大の源泉であるにもかかわらず10、その価値が取引価格に反

映されない現状は、中小企業の利益率を慢性的に低迷させる最大の要因であった。 
政府の狙いは明確である。知財の不当な吸い上げを防止することで中小企業の利益率を改善し、そ

れを原資として従業員への「賃上げ」を実現すること、そして新たな研究開発投資への好循環を生み

出すことである10。すなわち、本指針は単なる「弱者保護の法律論」ではなく、日本経済の競争力を

根底から再構築するための「マクロ経済政策の要」として位置づけられているのである。 
 



 
 

3. 「優越的地位の濫用等に関する指針」の体系的分析 
2026年6月24日に公表された本指針は、知的財産取引における規範を過去に例を見ない解像度で
体系化したものである。特定の業界や事業者に偏ることなく、全業種を対象とした包括的かつ横断

的な考え方を提示している点がその最大の特徴である1。さらに特筆すべきは、特許権、実用新案

権、意匠権、著作権といった法令上明確に定義された「知的財産権」のみならず、中小企業の競争

力の源泉でありながら法的な権利化がなされていない「ノウハウ」や「データ」の取引全般を対象に

含めている点である1。これにより、IoT機器のログデータや、熟練工の暗黙知といった現代的な無形
資産も保護の対象となる。 
本指針は、大きく分けて「独占禁止法（優越的地位の濫用）等の問題となるおそれがある行為の考え

方と約70の事例」1、および「適切な知財取引に向けた基本的な考え方とその実践例約50事例」1とい

う、規制（べからず集）と推奨（ベストプラクティス）の二面から構成されている。 
3.1 独占禁止法違反のおそれとなる「約70事例」の法理的展開 

独占禁止法が禁じる「優越的地位の濫用」とは、自己の取引上の地位が相手方に優越していること

を利用して、正常な商慣習に照らして不当に相手方に不利益を与える行為を指す5。この法理を知的

財産取引に適用し、本指針では問題となり得る行為を約70事例にわたり精緻に例示している1。これ

らの行為は、大きく3つのカテゴリに分類することができる。 



3.1.1 秘密情報の管理と強要によるノウハウ流出の禁止 

第一のカテゴリは、「情報の管理」に関連する搾取である。優越的地位にある委託事業者が、受託事

業者（中小企業）に対して秘密保持契約（NDA）の締結を不当に拒否する行為や、相手方が承諾し
ていないにもかかわらず、企業秘密やノウハウの開示を強要する行為は、独占禁止法や下請受託

取引適正化法（取適法）に違反する可能性が高いと明示された9。取引先に対し、自社の技術を無償

や低価格で提供させることは、長年の研究開発投資の果実を不当に奪い取る行為であり、厳しく戒

められている10。 
3.1.2 知的財産権等の価値の不当評価と一方的帰属 

第二のカテゴリは、「知的財産権等の価値の適切な評価」の欠如である11。例えば、大企業と中小企

業が共同研究開発を行った場合、本来であればその成果（特許等）の帰属や持分割合は、資金、技

術、労力といった双方の貢献度に応じて決定されるべきである。しかし実態としては、資金を提供す

る大企業側が、成果を一方的に自社へ単独帰属させたり、中小企業が独自に取得した特許の無償

実施（ライセンスフリー）を強要したりする事例が絶えなかった。指針では、このような一方的帰属の

強要や、共同研究開発の成果の利用制限等を独占禁止法違反のおそれがある行為として例示して

いる9。 
また、製品の製造やシステムの開発を委託した際、本来であれば「成果物の製造・開発にかかる工

賃」と、そこに体化された「知財の対価」は別個の価値を持つものであるにもかかわらず、これらを曖

昧にして一括りにし、事実上知財を無償で譲渡させる行為も問題視されている9。指針は、これらを分

けて明確に協議することを求めている9。 
3.1.3 法的リスクと責任の非対称な押し付け 

第三のカテゴリは、事業遂行に伴うリスクの不当な転嫁である。委託業務がきっかけで、成果物が第

三者の特許権や著作権を侵害しているとして訴訟に発展した場合、優越的地位にある発注者が、弱

い立場にある受託企業に対し、損害賠償責任や訴訟対応費用のすべてを一方的に押しつける条項

を契約に盛り込む例が散見される9。指針では、「正当な範囲で解決責任を分担すべきだ」と明記し、

法務・財務基盤の脆弱な中小企業を壊滅的なリスクから保護する姿勢を打ち出している9。 

規制カテゴリ 指針における優越的地位の

濫用等の問題事例（約70事
例からの抜粋・分類） 

法的・経済的インプリケーショ

ン 

情報の管理（NDA・開示） ・秘密保持契約（NDA）の締
結を不当に拒否する行為 
 
・承諾なしにノウハウや企業

秘密の開示を強要する行為 

受注者のコア・コンピタンス

（暗黙知や独自データ）の流

出を防止し、フリーライド（タ

ダ乗り）を許さない。 

価値評価と権利帰属 ・共同研究開発の成果の帰

属を貢献度によらず一方的

に単独帰属させる行為 

イノベーションの対価を明確

化し、中小企業の研究開発

投資に対するROI（投資利益



 
・工賃と知財の対価を区分せ

ず、無償譲渡させる行為 

率）を適正化する。 

リスク・責任の転嫁 ・第三者との知財訴訟におけ

る解決責任・賠償責任を一方

的に押しつける行為 

予見不可能な無限責任から

中小企業を解放し、事業継

続リスク（倒産リスク）を低減

させる。 

3.2 適切な知財取引に向けた「実践例（約50事例）」と対価設定の多様化 

規制的アプローチだけでなく、本指針は取引環境を前向きに改善するための「実践例」を約50事例
提示している1。取引当事者は、事前に取引条件を明確にして協議し、その結果を書面で記録するな

どの透明性の高い対応が強く推奨されている10。 
実践例の中で極めて重要なのが、「様々な対価設定方法」の提示である1。知的財産や新たなデータ

の価値は、開発の初期段階では算定が困難である場合が多い。そのため、納品時に固定額（一時

金）で買い切る従来の手法だけでなく、事業化後に得られた収益に応じて継続的に対価を分配する

「レベニューシェア」等の選択肢が明記された1。これにより、中小企業は自らの技術が市場で大成功

を収めた際に、その果実を正当な割合で享受できる道が開かれ、さらなる技術開発へのインセンティ

ブが飛躍的に高まる構造となっている。 
 



 
 

4. 「契約書ひな形」がもたらす取引規範とデフォルト・ルールの
転換 
指針の附属資料として同日に公表された「契約書ひな形」は、中小企業庁や特許庁が主導して策定

したものであり、本指針で示された理念を実際の商取引の最前線に落とし込むための極めて実践的

なツールである1。 
中小企業の多くは、社内に専門の法務部門を持たず、大企業が提示する自社に極めて有利に作ら

れた定型契約書（いわゆるドラフト）に対して、修正を要求する交渉力や知見を持ち合わせていな

い。この情報と能力の非対称性を補うため、公的機関が作成した「契約書ひな形」は、法的な「デフォ

ルト・ルール（初期設定）」として機能し、交渉のアンカー（起点）を大企業優位の地点から中立的・公

正な地点へと劇的に移動させる効果を持つ。公表されたひな形には、「知的財産権等の取扱いに関

する契約（開発委託契約）書」および「知的財産権等の取扱いに関する契約（製造委託契約）書」など

が含まれる12。 

4.1 独自知財（バックグラウンドIP・フォアグラウンドIP）の帰属明確化 

ひな形および関連するガイドラインにおいて最も精緻に規定されているのが、知財の帰属に関する



原則である。ここでは、委託事業の開始前から受託者が「従来から保有する知的財産権（バックグラ

ウンドIP）」や、委託契約締結後であっても「相手の秘密情報に依拠せず独自に開発をして得られた
知的財産権（フォアグラウンドIPのうちの固有知的財産権等）」は、当然にその開発当事者（受注者）
に帰属することが明言されている12。 
この点については、パブリックコメントの段階から産業界の関心が高かった。例えば電子情報技術産

業協会（JEITA）等からは、ひな形の第5条に関して「相手方の秘密情報に依拠しないでなされた発
明等は固有知的財産権等に含まれ、独自になされた発明等がそれをなした者に帰属するのは法の

原則通りである」旨の実務的なフィードバックが寄せられており、産業界の法務専門家と行政との間

ですり合わせが行われた経緯がある13。これにより、取引とは直接関係のない、あるいは受注者が

独自に開発した成果について、発注者が出願等に干渉したり、自社への無償譲渡や単独帰属を強

要したりする余地が契約上排除されている12。 

4.2 秘密保持義務の双務性と意に反する開示義務の否定 

さらに、情報の取り扱いに関しても、ひな形は明確な線を引いている。相手の技術やノウハウについ

ては、発注者のみならず受注者側にも当然に秘密保持義務があるとする双務性を規定しつつ、他方

で「開発を受託している場合でも、ノウハウや知的財産等の意に反した秘密情報の開示義務を負わ

ない」こと、また「製品の製造を受託している場合でも、ノウハウや図面等の意に反した秘密情報の

開示義務を負う訳ではない」ことを明確化している12。 
これにより、大企業が「委託費を払っているのだから、製造工程の詳細な歩留まりデータや加工ノウ

ハウの全てを報告せよ」と迫る行為は、契約上も明確に否定されることになる。開発委託の目的とす

る成果物は報酬の支払いによって発注者に移転するが、そのプロセスで活用された受注者の固有

のノウハウは移転しないという、請負・委託契約における本質的な切り分けが契約書レベルで実装さ

れたのである12。 

契約要素 従来の不公正な契約実務の

傾向 
新「契約書ひな形」が提示す

る適正な規範 

派生知財の帰属 委託業務から生じたあらゆる

特許等を、発注者に単独帰

属、または無断で無償実施

可能とする。 

相手の秘密情報に依拠せず

独自に開発した知的財産権

等は、開発した受注者に帰

属する。 

情報の開示・提供 委託業務に関連する図面、

加工ノウハウ、データ等を無

条件かつ無償で発注者に提

供させる。 

製造・開発を受託していて

も、ノウハウや図面等の意に

反した開示義務を負わない。 

成果物の対価 開発費・製造費（工賃）の支

払のみで、それに含まれる知

的財産権等も一括して買い

上げる。 

開発委託の目的成果は報酬

支払で移転するが、知財自

体の対価（ライセンス料等）

は別途協議を推奨。 



5. 受託中小企業振興法に基づく「振興基準」改正との強力な
相乗効果 
本指針の公表という歴史的な日に合わせ、経済産業省は同年6月24日、受託中小企業振興法第3
条第1項に基づく「振興基準」の改正を実施した3。振興基準とは、受託中小企業の振興を図るため、

中小受託事業者および委託事業者のよるべき一般的な基準として経済産業大臣が定めるものであ

る3。 
振興基準は、直近では令和7年5月に成立した「下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振
興法の一部を改正する法律」の内容を反映するため、令和8年1月1日に改正・施行されたばかりで
あった3。しかし、その後の知財取引に関する実態調査で幅広い業種から問題事例が報告されたこと

や、価格転嫁・取引適正化の意識の浸透が不十分であるとの指摘を受け、わずか半年後の令和8
年6月に異例の再改正が行われたのである3。この迅速な対応は、政府の危機感の表れと言える。

改正のポイントは大きく二つある。第一に、新たな知財取引指針に基づき、問題となり得る行為を行

わない旨や、多様な対価設定方法を参照する旨を追記したこと3、そして第二に「型等の無償保管へ

の対応」と「人事評価への介入」である。 
5.1 「金型等の無償保管」問題への楔 

製造業における「金型等の無償保管」は、日本の下請け構造を象徴する旧態依然とした商慣習で

あった。発注者は、自らの所有物である金型（量産用の型）を受注者に預けて製造を行わせるが、生

産終了後や次回発注の目処が立たない状態になっても、受注者に対して金型を廃棄させず、倉庫

代等の保管費用も支払わずに長期間の無償保管を強要する事例が多発していた3。 
金型には、製品の品質を左右する高度なノウハウ（知的財産）が体化しているため、発注者側は他

社に流出することを恐れて手元に置きたがる一方で、保管コストは負担したくないという思惑がある。

受注者側は、次の発注をもらえるかもしれないという期待と、勝手に廃棄すれば損害賠償を請求さ

れるという恐怖から、自社の倉庫スペースと管理工数を無償で提供し続けてきた。公正取引委員会

から下請法に基づく勧告が相次いでいたこの問題に対し、改正振興基準は「型等の保管に関する望

ましくない事例」を明記し、無償保管をはじめとする不当な負担の押し付けを明確に否定した3。無形

のデータ・ノウハウ（指針）と、有形の金型（振興基準）の双方から中小企業の資産を保護する極めて

立体的な施策である。 
5.2 組織力学の深層への介入：調達担当者の人事評価規定 

さらに、この改正振興基準には、大企業のガバナンスの深層に踏み込む画期的な規定が盛り込ま

れた。それは「価格転嫁を実行した発注企業の調達担当者が人事評価などで不利益を被らないよう

にする新たな規定」である4。 
大企業が不公正な取引慣行から抜け出せない真の理由は、経営トップの意向や企業倫理の欠如以

上に、現場の「人事評価とKPI（重要業績評価指標）」の歪みにある。大企業の購買部や調達部門の
担当者は、伝統的に「いかに部品を安く買い叩き、原価を低減させたか」によって社内での業績が評

価され、ボーナスや昇進が決定する。したがって、中小企業から「原材料費の高騰」や「知財への適

正な対価」を理由に価格引き上げ（価格転嫁）を要求され、それが客観的に妥当であったとしても、

受け入れれば担当者自身の評価が下がるため、必死に抵抗するというエージェンシー問題が存在し



ていた。 
経済産業省は、このミクロなインセンティブの構造に着目した。指針や法律でいくら「適正な取引をせ

よ」と説いても、現場担当者の評価軸が変わらなければ行動は変容しない。そのため、調達担当者

が適正な価格転嫁（値上げの受け入れ）を行ったことをもって、人事評価上で不利益な扱いをしては

ならないという規定を設けたのである4。これは、単なる企業間の契約ルールの整備を超えて、大企

業の内部統制（インターナル・コントロール）と人事システムに直接メスを入れた、極めて鋭い政策的

介入と評価できる。 

6. 産業界における評価・評判および市場の反応 
2026年6月24日の本指針および関連施策の公表に対するメディア、産業界、および市場の反応は、
総じてその歴史的意義を高く評価するものであった。 
6.1 メディアによる評価：「不当な知財吸い上げ防止」への期待とマクロ経済へ
の寄与 

報道機関は、この指針の公表を迅速かつ大々的に報じた。毎日新聞は同日夕方に「不当な知財吸

い上げ防止へ 公取委が中小向けガイドライン公表」との見出しで速報を打ち、本指針が「比較的弱
い立場にある企業が、取引で不当に知財を吸い上げられる問題などを防ぐ狙いがある」と明確に報

じた9。また、秘密保持契約（NDA）の締結拒否や、製品の設計図といった成果物の対価と知財の対
価を分けて協議することの重要性、さらには第三者との訴訟対応における解決責任の分担につい

て、指針が「正当な範囲で解決責任を分担すべきだ」としている点を詳細に解説している9。 
共同通信（47NEWS）などの報道機関も、政府が知財を「企業がイノベーションを創出するための源
泉」と捉え、取引先が中小企業に無償や低価格で提供させるといった事案を防ぐことで、「競争力強

化と賃上げの原資確保を後押しする」というマクロ経済的意義を強調して報じている10。メディアの論

調からは、本施策が単なる法令コンプライアンスの強化ではなく、日本経済の構造改革を推し進める

ための戦略的ツールとして広く認知・歓迎されていることが窺える。 
6.2 産業界からのフィードバックと「パートナーシップ構築宣言」の実効性 

産業界内部においても、本指針の公表は企業間取引のルール変更として深刻に受け止められてい

る。本指針の策定プロセスにおけるパブリックコメントでは、前述のJEITAをはじめとする各業界団体
から、具体的な契約実務に即した高度な意見が寄せられ、それらがひな形等の成案に反映されてい

ることからも、実効性を伴うルールメイクが行われたことが証明されている13。 
特に企業経営に直接的なインパクトを与えるのが、「パートナーシップ構築宣言」との連動である。現

在、日本の主要な大企業の多くは、サプライチェーン全体での共存共栄を目指すこの宣言に登録し

ているが、登録企業にとっては、今回改正された「振興基準」の順守が必須要件となる4。すなわち、

本指針で示された知財取引の適正化や金型の無償保管の禁止、そして人事評価制度の見直しと

いった要請は、宣言企業にとって単なる「努力目標」ではなく、自社のレピュテーション（評判）を懸け

た「必須の実践項目」へと昇華されたのである。 

7. 中長期的波及効果と企業のガバナンス戦略への示唆 
本指針と振興基準改正が連携して厳格に運用されることにより、日本の産業界には今後数年から数

十年にわたり、不可逆的なパラダイムシフトが生じる。 



7.1 サプライチェーンから「オープンなバリューチェーン」への進化 

大企業を頂点とし、下請け企業を階層的に支配する従来のピラミッド型系列取引は、上流から下流

への一方向の「指示と納品」、そして下流から上流への「知財とコストダウン成果の無償提供」によっ

て維持されてきた。しかし、本指針により知財とデータの帰属が厳密に切り分けられ、独立した企業

としての対等な交渉が前提となることで、この関係性はフラットなネットワーク型へと移行せざるを得

ない。 
中小企業は、大企業の図面通りに部品を作る単なる「製造マシーン」から、特有のノウハウとデータ

を有する「価値共創パートナー」へと位置づけが変わる。レベニューシェア等の多様な対価設定が普

及すれば1、中小企業側にも自発的に品質向上や新技術開発に取り組む強力な経済的インセンティ

ブが生まれる。これは、経済学における「ホールドアップ問題（取引相手に投資の果実を不当に奪わ

れることを恐れ、事前の研究開発投資が過少になる現象）」を解消し、日本社会全体のイノベーショ

ン総量を押し上げる強力なドライバーとなる。 
7.2 大企業における法務・調達デューデリジェンスの抜本的再構築 

一方で、大企業の経営戦略、特に法務・知財部門および調達部門のあり方には甚大な変革が迫ら

れる。これまで「発注してカネを払えば、付随する知財もデータもすべて自社のものになる」という牧

歌的な前提で事業を進めてきた企業は、外部委託や共同研究開発を行う際、プロジェクトの極めて

初期の段階から、誰がどの知財を持ち寄るのか（バックグラウンドIP）、新たに生じた知財（フォアグ
ラウンドIP）は誰に帰属するのか、そして対価はどのように算定するのかを精緻にデューデリジェン
スし、契約化しなければならなくなる9。 
特に、本指針が「権利化されていないノウハウやデータ」を優越的地位の濫用規制の対象に含めた

意味は極めて大きい1。例えば、AIモデルの学習に用いられる協力会社の現場データや、IoTプラット
フォーム経由で吸い上げられる稼働データ等についても、所有権に類するアクセス権・利用権の帰

属と対価設定を厳密に定義する、かつてない高度な契約実務が要求される。事業部門が性急に進

めようとする契約が、独占禁止法や下請法に抵触しないかを見極めるコンプライアンス体制の構築

は、経営層の急務となる。 

8. 結論：持続可能な価値共創エコシステムの確立に向けて 
2026年6月に公正取引委員会、中小企業庁、特許庁によって連名で公表された「知的財産権・ノウ
ハウ・データの適切な取引のための優越的地位の濫用等に関する指針」および「契約書ひな形」1、

ならびに改正「振興基準」の施行3は、日本の産業界の深層に横たわっていた不公正な商行使を是

正するための、歴史的かつ包括的な政策パッケージである。 
本施策は、従来法的保護の網の目から漏れがちであった未権利化の「ノウハウ」や「データ」の搾取

を独占禁止法の射程に明確に位置づけただけでなく1、金型の無償保管という物理的搾取の禁止3、

さらには大企業内部の「調達担当者の人事評価KPI」という組織的障壁にまで直接介入することで4、

取引適正化の実効性をかつてない水準にまで高めている。 
中小企業にとっては、長年培ってきた技術的優位性やデータを正当な経済的価値へと変換し、次な

る研究開発投資や賃上げの原資を獲得するための強固な法的後ろ盾を得たことを意味する10。一方

で大企業にとっては、旧来のパターナリズムに基づく垂直的支配関係から脱却し、厳密な契約に基

づくオープンで対等な真の共創パートナーシップを構築するための組織的変革が迫られることとな

る。 



政府が2040年度までに戦略17分野へ370兆円超の投資を見込む中9、この新たな法的インフラの定

着は、短期的には契約交渉の複雑化やコンプライアンスコストの増加をもたらす可能性がある。しか

し中長期的には、日本国内のイノベーション・エコシステムを正常化し、持続可能な賃上げと国際競

争力の強化を実現するための最も確実な礎となる。知的財産とデータが真の意味で保護され、その

価値が適正な対価として市場取引の中で評価される社会への移行は、次世代の日本経済の成長に

向けた不可逆的な第一歩として高く評価されるべきである。 
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